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議第151号

京都市市税条例の一部を改正する条例の制定について

　京都市市税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

平成24年２月24日提出

京 都 市 長 門 川 大 作

京都市市税条例の一部を改正する条例

　京都市市税条例の一部を次のように改正する。

　第85条中「4,618円」を「5,262円」に改める。

　附則第６条を次のように改める。

第６条　削除

　附則第17条中「2,190円」を「2,495円」に改める。

　附則第24条の次に次の１条を加える。

（東日本大震災に係る被災居住用財産の敷地に係る譲渡期限の延長の特例）

第24条の２　その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本

大震災により滅失（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特

例に関する法律第11条の６第１項に規定する滅失をいう。）をしたことに

よりその居住の用に供することができなくなった所得割の納税義務者が，

当該滅失をした当該家屋の敷地の用に供されていた土地又は当該土地の上

に存する権利の譲渡（同法第11条の４第６項に規定する譲渡をいう。）を

した場合には，附則第18条の２第３項中「第37条の９の５まで」とあるの

は「第37条の９の５まで（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の

臨時特例に関する法律第11条の６第１項の規定により適用される場合を含

む。）」と，附則第18条の３中「租税特別措置法第31条の３第１項」とある

のは「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法

律第11条の６第１項の規定により適用される租税特別措置法第31条の３第
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１項」として，附則第18条の２又は第18条の３の規定を適用する。

２　前項の規定は，同項の規定の適用を受けようとする年度分の第28条第１

項又は第３項の規定による申告書（その提出期限後において納税通知書が

送達される時までに提出されたもの及びその時までに提出された第28条の

２第１項の確定申告書を含む。）に，前項の規定の適用を受けようとする

旨の記載があるとき（これらの申告書にその記載がないことについてやむ

を得ない理由があると市長が認めるときを含む。）に限り，適用する。

附 則

（施行期日）

第１条　この条例は，平成25年４月１日から施行する。ただし，次の各号に

掲げる規定は，当該各号に定める日から施行する。

　⑴　附則第24条の次に１条を加える改正規定　この条例の公布の日

　⑵　附則第6条の改正規定並びに次条及び附則第４条の規定　平成25年１

月１日

（市民税に関する規定の適用区分）

第２条　平成24年12月31日以前に支払うべき退職手当等（この条例による改

正前の京都市市税条例第36条に規定する退職手当等をいう。）に係る同条

例附則第６条第１項に規定する分離課税に係る所得割については，なお従

前の例による。

（市たばこ税に関する規定の適用区分）

第３条　平成25年４月１日前に課した，又は課すべきであった市たばこ税に

ついては，なお従前の例による。

（その他の経過措置）

第４条　前２条に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な経過措置

は，市長が定める。
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提案理由

　地方税法の一部改正により，個人の市民税における退職所得の分離課税に

係る課税の特例が廃止されたこと等に伴い，規定を整備する必要があるので

提案する。


